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☆ 「コミュニティ研究会 第２回」の補足資料 (下記の要望論点に対して)   2013.09.02. 

                                            石東 直子( 石東・都市環境研究室 ) 

 

------------------------------------------------------- 

＜市町村要望論点＞ 

１．集会場やサポートセンター等を、入居者のみならず周辺の避難者や以前から地域にお住まい         

の方にも利用いただけるような工夫やその際の注意事項。（浪江町） 

 

２．共有スペースの活用や、生活拠点の付近で飲食店や小売店等の事業所の立地をどのように進   

めるべきか。（浪江町） （仮設施設等の敷地で運営している飲食店等をイメージ。） 

 

３．高齢者等サポートセンター等における職員や介護人材の確保策について。（浪江町） 

（→厚生労働省から説明） 

 

４．共有スペースの確保等についての先進事例をご紹介いただきたい。（葛尾村） 

 （→国土交通省から説明） 

 

５．高齢者等サポートセンターの制度の紹介や事業内容についてお話しいただきたい。（葛尾村） 

 （→厚生労働省から説明） 

-------------------------------------------------------- 

 

１．集会場やサポートセンター等を、入居者のみならず周辺の避難者や以前から地域にお住まいの方にも  利

用いただけるような工夫やその際の注意事項。 

         

     ① 住宅管理と切り離した運営をする。 

       復興公営住宅は自治体の住宅管理部門の管理になるが、集会所等は地域住民の有志による運営 

      グループ(運営委員会)、NPO などを立ち上げ、住民の共助による運営が地域に開かれたものに  

      なりやすい。 

    まずは行政が「運営グループ等の立ち上げ」に向けての呼びかけと勉強会・研修会を開催する 

  こと。 

     参考事例 A,B: 大阪府のふれあいリビング、釧路町型コレクティブの「ピュアとおや」 

                → 資料は、本日の石東報告の資料中にあります。 

       参考事例 C:  熊本県の「地域の縁側づくり」 → 後頁に資料添付します。 

        参考事例 D:  横浜市栄区の UR 団地      → 後頁に資料添付します 

  

② 地域にすでにある生活支援の NPO やボランティア組織に、運営を委託する。        

 

③ 当初は行政による定期的なイベントを開催し地域住民との融合のきっかけをつくる 

  定期的な健康相談日、健康体操(ヨガなど)、子ども遊ばせ・ママ解放の日、郷土料理教室、 

   映画会等の住民の日常生活の要望に即したイベント。 

資料５ 
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２．共有スペースの活用や、生活拠点の付近で飲食店や小売店等の事業所の立地をどのように進めるか。 

（仮設施設等の敷地で運営している飲食店等をイメージ。） 

 

    ①  共有スペースの一角に日常生活用品の販売コーナーを置く。 

               参考事例 D:   横浜市栄区の UR 団地(1.-①と同じ) → 後頁に資料添付します 

 

    ②  住宅建設地の近くに、店舗等立地のスペースを確保しておき、当初は屋外にテントを張り、 

      定期的な「市/いち」を開催。移動販売店のスペースも 提供、住民の農作物や手作り惣菜や 

            手芸品等の販売をしたりして、人の集まる拠点を育んでいく。簡略な食事・喫茶コーナー、 

            歓談スペースも併設する。「道の駅」のイメージ。 

      状況を見て、本設建物を建設し、小売店等の誘致や住民による起業店舗の誘致を進める。 

 

 

 

３．高齢者等サポートセンター等における職員や介護人材の確保策について。 

 

   ① ⒈-①の参考資料を参照 

 

 

５．高齢者等サポートセンターの制度の紹介や事業内容についてお話しいただきたい。 

   

   ① 「仮設住宅のサポートセンター」は、厚労省の管轄で建設費と運営費も公的負担である。 

     このサポートセンターを復興公営住宅にも円滑に継続していくための配慮が望まれて 

         いる。南三陸町では住民からの陳情書も出されている。 

       

 

    ② 福島県の原発避難者向け復興公営住宅では「コミュニティ復興基金」で整備される。 

 

  ③ 介護保険制度による「地域包括ケアセンター」を高齢者サポートセンターと名付けている。   

                  参考事例 E: 大阪府枚方市の高齢者サポートセンター 

                             → 後頁に資料添付します 

                  参考事例 F:  福島県郡山市南 1 丁目仮設住宅の高齢者サポート拠点 

                  「あさかの杜ゆふね」 → 後頁に資料添付します 

         参考事例 G: 石巻市開成仮設住宅団地内に 2013 年 8 月に「地域包括ケア   

                               センター」が開設      → 後頁に資料添付します 

 

  なお、「地域包括ケアシステム」については、 本日の石東報告の資料中にあります。 

  された。 
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  １．集会場やサポートセンター等を、入居者のみならず周辺の避難者や以前から地域にお住まいの方にも  

        利用いただけるような工夫やその際の注意事項。    参考事例 C: 熊本県の「地域の縁側づくり」  
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  参考事例 D:   横浜市栄区の UR 団地 
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   参考事例 E: 大阪府枚方市の介護保険制度による「地域包括支援センター」を 

                    「高齢者サポートセンター」と名付けた事例 

 

   

 

高齢者サポートセンター（地域包括支援センター） 

 高齢者サポートセンター（地域包括支援センター /チイキホウカツ支援センター）

は、介護保険法で定められた、地域住民の保健・福祉・医療の向上、虐待防止、介

護予防マネジメントなどを総合的に行う機関です。平成 17 年の介護保険法改正に

伴い各市町村に設置されています。 

 枚方市では、平成 18 年より設置され、現在では 13 カ所となっています。地域包

括支援センターは、地区における福祉行政拠点として枚方市から委託された社会福

祉法人、医療法人等で運営され、身近な相談窓口として機能します。社会福祉協議

会は、第 1 圏域（樟葉・樟葉北・樟葉南）と、第 2 圏域（樟葉西・牧野）を担当し

ています。センターには、保健師、主任ケアマネジャー、社会福祉士が常駐し、専

門性を生かして相互連携しながら業務にあたっています。 

 

地域包括支援センターの役割 

 地域包括支援センターは、高齢者や、その家族の相談を受け付けたり、高齢者本人を見守った

り、心身の状態に合わせた支援を提供するといった「総合的なサービス拠点」です。 

＜具体的に＞ 

• ○地域の高齢者の状態を把握し、介護予防を推進します。• ○高齢者や家族の総合的な

相談を受け付け、支援します。 

• ○よりよい介護のために地域のケアマネジャーを支援します。 

 

◆高齢者の不安に対して 

 健康な人でも、心身の機能を積極的に使わないと、しだいに衰え、筋力や心肺機能の低下、睡

眠障害や認知症などの症状がでてくることがあります。放置しておけば、介護が必要な状態にな

る可能性が高くなるので、みなさん自らで介護が必要な状態になるのを防ぐ必要があります。そ

れらの相談・支援を行っています。 

 

◆自分のやりたいこと、できるようになりたいことに対して  

趣味を続けたい、買い物に出かけたい、また自分で料理を作れるようになりたい、など、みなさ

んが生活の中で実現したいことを目標に、できる限り在宅で自立した日常生活を継続できるよう

に支援します。 

 

 

http://www.hirakata-shakyo.net/index.html
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◆お金の管理や契約等の不安に対して 

 お金の管理や契約等に関して不安があるときに、頼ることのできる家族がいない場合には、成

年後見制度を利用できます。地域包括支援センターで制度の利用が必要と判断した場合は、申し

立てなどの手続き支援を行います。 

※成年後見制度 認知症、知的障害、精神障害などにより、判断能力が十分でない方が不利益を

被らないようにするため、家庭裁判所に申し立てをして、その方を援助してくれる人を指定して

もらう制度。 

 

◆高齢者の虐待に対して 

 高齢者虐待の早期発見・把握に努めています。緊急の場合は必要に応じて、いろいろな機関と

連携しながらみなさんの人権を守ります。 

 

◆配置される職員体制 

  社会福祉士（総合的な相談窓口機能） 

• ○ 初期相談対応 

• ○ 相談支援（専門機関へつなぐ） 

• ○ 成年後見制度に関する相談業務 

• ○ 権利擁護（高齢者虐待の防止） 

 

  保健師（介護予防マネジメント） 

• ○ 介護予防プランの作成 

• ○ 介護予防サービスの利用に関する業務 

• ○ 介護予防サービスの実施 

 

  主任ケアマネージャー（包括的・継続的なマネジメント） 

• ○ 介護に関する相談（情報提供・助言） 

• ○ 地域ケアマネジャーの支援（バックアップ） 
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    参考事例 F:  福島県郡山市南 1 丁目仮設住宅の高齢者サポート拠点 「あさかの杜ゆふね」 

             資料出典: 高齢者住宅財団 財団ニュース Vol.106 (2012.1.) 
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  参考事例 G: 石巻市開成仮設住宅団地内に 2013 年 8 月に「地域包括ケセンター」が開設     

 


